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ぎの時代』（岩波新書、2005 年）他。Robert Scott North ‘Karo-shi Activism and Recent Trends 
in Japanese Civil Society : Creating Credible Knowledge and Culture（「反過労死行動と市民社
会における最近の傾向―信頼できる知識と倫理的文化の生成―」）’ , “Japanstudien” v.11, 



































毎月勤労統計調査によると、1960 年には 2432 時間あった総実労働時間は、徐々に減少

































































において年間総労働時間を 1800 時間にすることが明記され、労働基準法の 40 年ぶりの改






















































































































労働者の健康障害の蔓延と深刻化に対応して、労働行政は 2000 年 8 月にメンタルヘルス
対策である「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」（労働基準局長通達）、





































































































































































































































































時系列で見ると、「働きすぎ」を含む 65 件の投書のうち 1988 年から 1992 年までの５年































































































































































































































































課題について」『Business Labor Trend』2011 年 5 月号、労働政策研究・研修機構、p.8。 
3
 「働き方の改革「元年」―労働時間の適正化にどう取り組むか―」『Business Labor Trend』
































 佐藤彰男『テレワーク―「未来型労働」の現実―』岩波新書、2008 年。 
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 「過重労働・メンタルヘルスの在り方に関する研究会」報告書、厚生労働省、2004 年 8
月（http://www.jtuc-rengo.or.jp/roudou/roudouanzen/data/02_b.pdf、2011 年 7 月 28 日取得）。 
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 「問われはじめた過労死の労組責任」『ひろばユニオン』2007 年 9 月号、労働者学習セ
ンター、pp.46-47。および『週刊金曜日』2008 年 2 月 1 日号（688 号）、株式会社金曜日、
p.24。 
33



















第 6 巻、東京大学出版会、1992 年）を挙げる。木本喜美子『家族・ジェンダー・企業社



















 「働きすぎ」を含む投書の検出件数は 74 件であるが、検索で記事閲覧ができないもの

















                                                                                                                                                 
除き、分析対象は 188 件となった。分析対象 188 件の性別内訳は、男性 84 件、女性 93
件、不明 11 件である。 
45
























『月刊社会教育』No.417（1991 年 3 月号）、国土社、pp.18-22。なお、以下の記述はこの









「成人講座通信」No.5、水元社会教育館発行、1990 年 4 月 6 日。 
56
 遠藤による研修会報告メモより（1991 年 12 月 9 日付）。 
57









































































































ができる。二重線で示したように、過労死の場合は 1995 年と 2002 年に労災認定件数の著
しい増加がみられ、特に 2002 年は脳・心臓疾患による死亡（過労死）の認定件数が前年の




























 過労死問題に対する社会運動は 1980 年代後半から約 20 年の蓄積を有する。過労死問題
を通史的にとらえた先行研究においては、管見の限り以下３つの時期区分が用いられてい
る。まず、50 件超の過労死・過労自殺事例の検討を行った熊沢誠は、過労死問題の展開に







請求 認定 請求 認定 請求 認定 請求 認定
1988 676 29 1988 8 0 4 0
1989 777 30 1989 2 1 2 1
1990 597 33 1990 3 1 1 1
1991 555 34 1991 2 0 0 0
1992 458 18 1992 2 2 1 0
1993 380 31 1993 7 0 3 0
1994 405 32 1994 13 0 5 0
1995 558 76 1995 13 1 10 0
1996 578 78 1996 18 2 11 1
1997 539 73 1997 41 2 30 2
1998 466 90 1998 42 4 29 3
1999 493 81 1999 155 14 93 11
2000 617 85 45 2000 212 36 100 19
2001 690 143 58 2001 265 70 92 31
2002 819 317 160 2002 341 100 112 43
2003 742 314 319 158 2003 447 108 122 40
2004 816 294 335 150 2004 524 130 121 45
2005 869 330 336 157 2005 656 127 147 42
2006 938 355 315 147 2006 819 205 176 66
2007 931 392 318 142 2007 952 268 164 81
2008 889 377 304 158 2008 927 269 148 66
2009 767 293 237 106 2009 1136 234 157 63
2010 802 285 270 113 2010 1181 308 171 65





















1988 年 4 月から 2008 年 6 月までを対象に自らの運動の歩みを全７期に区分している。す
なわち、「電話相談殺到（1988 年 4 月～1990 年 3 月／第一期）」「家族の会（遺族組織―引
用者注・後述）結成（1990 年 5 月～1991 年 11 月／第二期）」「損害賠償・行政訴訟の増加
（1992 年 3 月～1994 年／第三期）」「団体保険（団体生命保険―引用者注・後述）（1995 年
2 月～1997 年 5 月／第四期）」「自殺の激増と『精神障害・自殺』認定基準改正」（1997 年 9
月～2000 年 11 月／第五期）」「脳・心臓の認定基準改正と認定数増加（2001 年 2 月～2004




























































































   ・「過労自殺」の顕在化（1990 年～） 
   ・過労死の労災認定基準の緩和（2001 年） 
     
 
 
   ・「労働基準オンブズマン」の結成（2001 年） 
   ・過労死の企業名開示請求訴訟（2009 年～現在） 
   ・過労死防止基本法案の提起（2008 年～現在） 
【第１期：「被害の集合化」期】1970 年代～1987 年 
被害の集合化の始まりと対抗手段の模索 
















































1970 年代から 1989 年をさす過労死問題に対する「被害の集合化」期は、個別的な対応














































































































































































都、大阪、神戸、福岡の７都市で第１回全国過労死 110 番が実施され、全国で 135 件の相
談が寄せられた
31






























































































































































































































































険全国弁護団」の結成（1997 年 5 月）、シンポジウム「団体定期保険問題を考える集い―
























判決（2006 年 4 月 11 日）は、企業による保険金の受取を容認するもので原告敗訴となっ
た。 
その後、社会的批判の高まりの中で「A グループ」保険は廃止に至る。生命保険各社は



























































は「自殺過労死 110 番」と称して全国相談を行うなど、組織的な取り組みが展開される。 
「自殺過労死」という名称で過労自殺の先鞭となり、今日でも過労自殺問題の象徴として





























以上より、過労自殺は 1990 年代前半に顕在化し、1990 年代後半には過労死問題に内包
される形で今日まで展開してきたものであるといえる。 
 



















































ー1000 枚、チケット 1 万 1000 枚を当日までにほぼ配りきった」という。1992 年 8 月 22・
23 日の２日間にわたって大阪で公演された『突然の明日』は、「500 の客席に対し、１日目
550 人、２日目 650 人」が来場し、「アンケートは 2 日間で 350 通以上寄せられ、カンパは
20 万円近くにのぼった」という。 
管見の限り、『突然の明日』はその後、劇団若者座による山口公演（1992 年 11 月）、劇
団きづがわによる大阪公演（1992 年 12 月）、劇団若者座による山口再公演（1993 年 7 月）、
劇団神戸職演連
86















り、2006 年 3 月には「劇『あの子が死んだ朝』大阪公演を観る会実行委員会（実行委員長・
森岡孝二関西大学教授）」を立ち上げ、2006 年 11 月に２日間全３回でおこなわれた公演に






















































































































































































われる―引用者注）を認めた 36協定は、大阪に本社を置く 68社中 31社にも及んでいる106」
など、これまで企業外に知られることのなかった「36 協定」の実態を明らかにした。「36
協定」の実態解明は、その後 2009 年に全国医師連盟・全国医師ユニオンが全国の主要公的





















































護団全国連絡会議が第 21 回総会（2008 年 9 月）において、また日本労働弁護団が第 52 回


















る訴えで構成され、177 名が参加した。参加者のうち３党から国会議員関係 33 名、弁護士










































































































が、現在 18 都道府県に 25 ヶ所開設されている120。 
過労死問題に関する運動組織のうち、３つの縦断的ネットワークの全国レベルの組織は
















































































































































。「過労死・過労自殺 110 番」では、1988 年６月から 2012 年６月









































































する定義はほぼ共通しており、英語表記も“death from overwork”が定訳化している。 
2






















 自殺については「心理的負荷による精神障害の認定基準」の通達（平成 23 年 12 月 26 日













 『過労死 110 番 20 年のあゆみ』過労死 110 番全国ネット・過労死弁護団全国連絡会議
発行、2008 年 6 月、pp.115－120。 
13
 中嶌清美（立命館大学大学院社会学研究科研修生）・岡部まり（立命館大学社会学部）「過






 同上 p.40。 
16
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 『過労死 110 番 20 年の歩み』（前掲）、p.8 および p.33。 
32
 一部医師が加わっているため「『過労死 110 番』全国ネットワーク」という名称も並列
して使用されている。 
33



















双葉社、1991 年、p.261 より。 
41
 「大阪過労死問題連絡会と過労死をなくす闘いの年表」、大阪過労死問題連絡会 HP 











                                                                                                                                                 
44
 第１回の開催経緯については、過労死を考えるつどい実行委員会準備会「勤労感謝の日












 CHICAGO TRIBUNE, Nov. 13, 1988(US)（『過労死 110 番 20 年のあゆみ』［前掲］、pp.93
－94 に再録）。なお、本紙で取り上げられた椿本精工・平岡悟急性心不全死亡事件は、
大阪「過労死 110 番（電話相談）」を契機に大阪で取り組まれていた当時の過労死問題を












































 本間照光『団体定期保険と企業社会』日本経済評論社、1997 年、p.ⅲ。 
61
 池田直樹「団体定期保険問題の到達点」『民主法律』233 号、1998 年 2 月（大阪過労死





                                                                                                                                                 
日取得）。 
62







































1996 年 3 月 28 日。 
77
 この後、2000 年 6 月に電通が遺族に謝罪した上で約 1 億 6858 万円の賠償金を支払うと
いう和解が成立。川人『過労自殺』（前掲）、p.28 を参照。 
78
 最高裁判決文より（事件番号：平成 10(オ)217）。 
79
 なお、2011 年末には、判断指針に代わり新たに「心理的負荷による精神障害の認定基準」
が通達され、心理的負荷となる労働時間数が初めて示された（平成 23 年 12 月 26 日付）。 
80




 「星逢ひ」は劇団三輪舎によるオリジナル脚本で初公演は 2000 年。劇団三輪舎 HP より
（http://homepage2.nifty.com/sanrinsya/、2006 年 12 月 20 日取得）。 
82
 岩城稔「大成功を収めた『過労死劇』上演運動―希求座『突然の明日』富田林公演に 1200
人―」『民主法律時報』民主法律協会、1992 年 10 月
（http://homepage2.nifty.com/karousirenrakukai/15-036=daiseikokaroshigeki.htm、2006 年 12















                                                                                                                                                 
各職場にあった演劇部が「神戸職場演劇連絡会」として発足。1975 年以降は「単一の創
造体」として公演活動を続けている（http://www33.tok2.com/home/shokuenren/、2006 年
12 月 20 日取得）。 
87
 朝日新聞（大阪市内版）2006 年 11 月 9 日付など。 
88
 なお、劇団希求座はその後も薬害問題や郵政民営化問題など時々の社会問題を題材にし



















 雑誌での特集として、「過労死大国」『週刊エコノミスト』2006 年 7 月 25 日号、「雇用崩
壊」『週刊東洋経済』2007 年 1 月 13 日号、ほか多数。 
96
 第 66 回労働政策審議会労働条件分科会議事録（厚生労働省 HP）、
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2006/10/txt/s1024-3.txt、2011 年 1 月 19 日取得。 
97
 鈴木美穂氏（全国過労死を考える家族の会代表世話人・当時）へのインタビューより




エシックスの諸相と課題』2006 年 3 月、および濱口桂一郎『新しい労働社会』（前掲）
等。 
99
 濱口同上のほか、『週刊東洋経済』2007 年 1 月 13 日号、「しんぶん赤旗」2006 年 12 月









 以下、「36 協定」に関する運動については、主に大橋恭子（弁護士）「企業の 36 協定情
報公開訴訟 一部認容判決」（『民主法律時報』395 号、2005 年 4 月）、松丸正（弁護士）
「36 協定の情報公開訴訟判決とその活用」（『民主法律』263 号、2005 年 8 月）、同「過






 「36 協定」で認められる時間外労働の限度時間は、厚生労働省により原則として月 45










                                                                                                                                                 




 全国医師ユニオン（http://union.or.jp/30/110036.html、2011 年 1 月 20 日取得）。 
108
 松丸正「今こそ過労死企業の情報公開訴訟へ」『民主法律』276 号、2009 年 2 月。足立
賢介「過労死企業の情報公開を求めて」『民主法律時報』441 号、2009 年 3 月。 
109




 「全国過労死を考える家族の会ニュース」第 50 号（前掲）。 
112
 過労死弁護団全国連絡会議「『過労死防止基本法』の制定を求める決議」2008 年 9 月 26
日付（過労死 110 番全国ネットワークホームページ、http://karoshi.jp/katudo4.html、2011
年 1 月 22 日取得）。日本労働弁護団「『過労死等防止基本法』の制定と長時間労働の規制
強化を求める決議」2008 年 11 月 15 日付（日本労働弁護団ホームページ、
http://roudou-bengodan.org/proposal/detail/gen081115d.php、2011 年 1 月 22 日取得）。 
113
 大阪過労死問題連絡会ホームページ、過労死 110 番全国ネットワークホームページ等で 
公表されている（2011 年 1 月 22 日）。 
114
 「全国過労死を考える家族の会ニュース」第 51 号、2010 年 10 月 20 日発行。 
115
 寺西笑子（全国過労死を考える家族の会代表）「院内集会成功のお礼とご報告」2010 年
11 月 3 日付メール。 
116
 岩城穣（講演）「『過労死等防止基本法』の制定を目指して」「第 23 回過労死を考えるつ










年 1 月 14 日取得）。 
120
 過労死 110 番全国ネットワーク HP(http://karoshi.jp/index.html、2011 年 1 月 14 日取得)。 
121
 森岡孝二『企業中心社会の時間構造』（前掲）、p.25。および過労死 110 番 20 周年記念
シンポジウムでの森岡による講演「過労死 110 番と『働きすぎ』社会」より（2008 年 6
月 11 日、於虎ノ門パストラル）。 
122 川人博「過労死・過労自殺と公共性」山脇直司・金泰昌編『組織・経営から考える公
共性（公共哲学 18）』東京大学出版会、2006 年。 
123




 「（実行委員会は）つどいの趣旨に賛同し、分担金（１口 5000 円。全国団体はできるだ
け４口以上）を納入いただいた組織で構成します。その他個人の賛同者や実行委員会に
は参加しないが賛同される団体にも賛助金（額は任意）に協力いただき、つどいへ参加
















                                                                                                                                                 
過労死の発生を危惧しての相談も多い。過労死 110 番ネットワーク HP（http://karoshi.jp/）。 
129
 過労死 110 番ネットワーク HP（http://karoshi.jp/）のデータをもとに筆者集計（2012 年
7 月 18 日取得）。「過労死 110 番」の他、同団体が実施した「職場の自殺 110 番（2011
年）」や「残業・過労 110 番（2005 年）」「熱中症 110 番（2004 年）」の相談件数を含む。 




















































 組織名 結成年 略称 
 全国過労死を考える家族の会 1991 年 全国家族の会 
1 名古屋過労死を考える家族の会 1989 年 名古屋家族の会 
2 東京過労死を考える家族の会 1990 年 東京家族の会 
3 大阪過労死を考える家族の会 1990 年 大阪家族の会 
4 京都労災被災者家族の会 1990 年 京都家族の会 
5 長野過労を考える家族の会 1991 年 長野家族の会 
6 岡山過労死を考える家族の会 1995 年 岡山家族の会 
7 山梨過労死を考える家族の会 1998 年 山梨家族の会 
8 兵庫労災を考える家族の会 2003 年 兵庫家族の会 



































































































































































































長野 東京 山梨 名古屋 京都 大阪 兵庫 岡山
会員数 13 34* 6 23 26 72 10 20 204名














長野 東京 山梨 名古屋 京都 大阪 兵庫 岡山
1 北海道 1 1
2 青森県 0
3 岩手県 1 1
4 宮城県 1 1
5 秋田県 1 1
6 山形県 0
7 福島県 1 1
8 茨城県 0
9 栃木県 0
10 群馬県 1 1 2
11 埼玉県 4 4
12 千葉県 2 2
13 東京都 15 4 19
14 神奈川県 5 1 1 7
15 新潟県 1 1 2
16 富山県 0
17 石川県 1 1
18 福井県 1 1 2
19 山梨県 6 6
20 長野県 13 13
21 岐阜県 0
22 静岡県 2 2
23 愛知県 20 1 21
24 三重県 1 1
25 滋賀県 6 1 7
26 京都府 18 3 21
27 大阪府 1 35 36
28 兵庫県 6 10 16
29 奈良県 2 2
30 和歌山県 3 3
31 鳥取県 1 1
32 島根県 0
33 岡山県 2 20 22
34 広島県 2 2
35 山口県 1 1 2




40 福岡県 2 2




45 宮崎県 1 1
46 鹿児島県 0
47 沖縄県 0
都道府県数 1 12 1 3 4 22 1 1 32



































長野 東京 山梨 名古屋 京都 大阪 兵庫 岡山
定例会・交流会の開催 1 1 1 1 1 1 1 1 8団体
　＊年間回数 1 3 6 5 4 12 6 2 計39（平均4.9）回
会報・活動報告書の発行 1 1 1 1 1 1 1 1 8団体
　＊年間回数 1 2 10 3 5 3 1 1 計26（平均3.3）回
街頭宣伝活動の実施 0 1 1 0 0 0 1 0 3団体
　＊年間回数 0 2 4 0 0 0 1 0 計7（平均2.3）回
HPの開設・運営 0 0 0 0 0 1 0 0 1団体
メ―リングリストの作成 1 0 0 0 0 1 0 0 2団体
名簿・連絡網の配付 0 0 1 1 1 1 1 1 6団体





































長野 東京 山梨 名古屋 京都 大阪 兵庫 岡山
弁護士団体 0 1 0 1 0 1 0 1 4団体
労働者団体・労災職業病関係団体 1 2 1 2 1 2 0 2 11団体


















































































































































































































1 署名活動・要請はがき 29 59 19 2 5 114
2 定例会・交流会・食事会 42 37 27 3 5 114
3 裁判の傍聴 24 54 29 2 5 114
4 街頭宣伝活動 13 26 54 9 12 114































審査中 認定 不認定 係争中 認定 （その他）
3 2 6 12 1 18 5 47
1 1 14 1 3 6 26
係争中 2 1 4 7 14
和解 1 2 5 2 1 10
判決確定 1 3 2 1 6
（その他） 1

















































































経験済み 予定あり 経験・予定なし 無回答 合計
1 手記・報告書等の作成・出版 38（35%） 6（5%） 63（57%） 3（3%） 110（100%）




















































p.12、2010 年 10 月 13 日の集会反訳）、「全国過労死を考える家族の会」代表世話人（当
時）による「（結成）当初、遺族はマスコミがとても嫌で、テレビに映らないようにとか、
匿名でとか、顔を伏せ、名前を伏せてきましたが、現在の遺族はとても強くなりました」
との発言（「過労死 110 番 20 周年記念シンポジウム」での挨拶、2008 年 6 月 11 日。挨
拶原稿は全国代表であった鈴木美穂氏からの提供）。 
2









大学院人間総合科学研究科における研究倫理審査の承認をうけた（2009 年 4 月 22 日申

















 「静岡家族の会」は「東京家族の会」結成の 1990 年 5 月以降から 1 年以内に結成されて
いることが、八木光恵『さよならも言わないで』p.197 および p.261 の記述から確認され
る。 
7
 新「静岡家族の会」世話人は 2001 年に息子を亡くし 2008 年 9 月に高裁で勝訴した。詳
細は、杉山季謙編『「スギヤマ薬局過労死裁判」報告集・追憶の扉～薬剤師杉山貴紀は何
故過労死したのか？～』（平成 21 年）参照。 
8
 「全国家族の会ニュース」第 50 号（2010 年 1 月号）。 
9







                                                                                                                                                 
回大阪夏の一泊学習交流会、大阪家族の会主催、2010 年 7 月 17-18 日）。 
11
 会員制度として、本会員 1 名につき 1000 円が各地区の世話人を通じて納付されるほか、










める院内集会（2010 年 10 月 13 日）、配布資料にもとづく。 
15





















 なお、2011 年 4 月に「全国過労死を考える家族の会」ホームページが新規開設された









































ている会員 109 名（全回答者の 90％）を抽出した調査結果分析である（会員調査の詳細は
第３章参照）。 











した事例が 74 件（68%）、子を亡くした事例 27 件（25%）であった。直接に比較可能なデ


















被災年齢の中央値は 43 歳で、夫 74 名中 30 名（41%）が 40 代であった。夫が被災した当
時の家族構成では、22 歳以下（大学生までを想定）の子がいた場合は 64 件（86%）で、





次に、子が被災した場合についてである。被災した子 27 件は全員未婚で男性が 88%を
占めている。子の被災年齢の中央値は 27 歳で、被災した子のうち 18 名（67%）が 20 代と
いう結果になった。子の被災内容は病死（33%）に対して自殺（63%）となり、夫の場合






























































年に気管支喘息を発症し、1989 年 11 月、気管支喘息重責発作による呼吸不全で 42 歳で死
亡した。この事件により遺族となった妻・鈴木美穂（女性・1952 年生、以下Ｍ）は、高校
卒業後 1971 年に同社に入社。夫となるＴとは職場で出会っており、1974 年に退職、翌年

















































































































































































































































が結成される。その後、「支援する会」は 2002 年６月の解散総会までの７年間で役員会 13
回、事務局会議 71 回を重ね40、「支援する会」が中心になって展開した署名活動では最終
的に 7,897 筆の団体署名および 99,000 筆を超える個人署名が全国から集められた。３つの
裁判では尋問や弁論・調停だけで計 96 回にのぼった41。 
３つの裁判のうち、企業を相手取った２つの裁判については判決を待たず、和解調停に
よって 2000 年１月に企業側が約 6000 万円の和解金を支払って解決に至っている。また、
労災認定に関しては2002年３月29日の高裁判決確定をもって労災として認定された。1989












































































































































まず、支援される側としてのＭの関わりについて整理する。Ｍは 1991 年 11 月の「全国
家族の会」結成総会に出席していることから、他の記述と合わせると、Ｍが「名古屋家族




































2005 年に M は「全国家族の会」の全国代表世話人に就任し、M は後続の遺族たちを支援
する立場として「全国家族の会」を率いることになる。 







































































































年 9 月に職場の工場で自殺（縊死）した（当時 24 歳）。この事件により遺族となったのは
母・木谷照子（女性・1938 年生、以下Ｔ）である。当時夫はすでに病気で他界しており、
Ｋの他に長女（当時既婚）がいた。1996 年３月に労災認定を申請、1996 年 10 月に企業を
相手取った損害賠償請求訴訟を起訴。労災認定については、申請から１年９カ月という短
期間で 1997 年 12 月に認定された。損害賠償請求訴訟は、2000 年 5 月に広島地方裁判所判










































































































































































2000 年５月、原告である母 T の主張をほぼ全面的に認める勝訴判決が、広島地方裁判所
で下される。判決内容は、息子の自殺と業務との因果関係を認め、会社の安全配慮義務違



















て、本事件では 1996 年の労災認定申請の直後の 3 月に、「木谷公治君のメッセージにこた
える会（以下、「支援する会」）」が結成されている。K の葬儀での香典帖をもとに 300 名で
発足した「支援する会」は、同年 9 月には設立時の目標であった会員 1000 名に達し、2000
年 7 月の解散時には 2000 人の会になっていた。過労死問題では当時他に例を見ないこのよ






































































６．事件を通じた T の認識変容 




料から確認される。母 T にとって集会等での発言は、K の生前の様子とその死について様々
な場面で他者に語ることである。発言のために文章化と推敲を繰り返す作業は、T 自身が
K の死に向き合う契機になったと考えられる。原稿を書くことや集会等で発言することは、



























らっています。」このような友人による記述では、T が K の死と向き合うことを通じて獲
得した新しい使命や活動基軸が全面的に肯定され、意味付けられている。この記述は全文






































 T のいう「息子と同じ若い世代」は、抽象的な若者一般であるだけではない。T が実名
を公開して行動を起こした契機の一つに K の同僚との交流があったことは既述したが、K
の死後も同企業で働き続ける同僚たちに対して、T は一貫して心を砕いている。労災認定





































 事件終結後 10 年以上が経過した現在でも、T は「大阪家族の会」が主催する「夏の一泊
学習交流会（以下、交流会）」にはほぼ継続して参加している。交流会では、息子の過労自
殺を経験した遺族の話を長時間かけて聞いたり、T を知る遺族が初めて T に会った遺族に
対して「国会議員に手紙を送ったあの T さん」と紹介するなど、事件自体は 10 年以上前
に終結しているにもかかわらず、過労自殺が顕在化した初期に子の過労自殺に対して母と































































                                                                                                                                                 
歳）の子どもが最も多く 31 名、次いで中学生（13-15 歳）が 29 名、19-22 歳が 20 名、





 以下、手記 4 本の略称と出典を時系列で示す。①Ｍ1991：鈴木美穂「ときどきは夢のな
かに出てきてください」（『日本は幸福か』前掲 1991 年、pp.146-151）。②Ｍ1992a：鈴木
美穂「42 歳で亡くなった夫、『過労死』生まない社会に」（平和・民主主義・革新統一を
進める全国懇話会編『「豊かさ」実感できる日本を』1992 年 4 月、pp.68-70）。③Ｍ1992b：
鈴木美穂「あなたが書いた『忍』の一字が、悔しくてかわいそうでなりません」（『主婦




 インタビュー調査、2009 年 6 月 24 日、於名古屋。以下、インタビュー2009 と略記。 
8
 「鈴木龍雄さんの『過労死裁判』を支援する会」および一宮地区労働組合総連合によっ








































































 朝日新聞社『アエラ』1996 年 7 月 29 日号（八木光恵『さよならも言わないで・続』双
































「過労死 110 番 20 周年記念シンポジウム」におけるＭによる世話人代表挨拶（2008 年 6









 本節で引用するインタビュー調査は、2008 年 12 月 8 日に広島市内で約３時間にわたっ
て実施した（以下、インタビュー）。 
57
 広田研二『この命守りたかった』かもがわ出版、2000 年、p.14。 
58
 木谷照子「息子は死ぬまで働かされた」『部落』1998 年 8 月号、部落問題研究所、p.60。 
59
 同上 p.61。 
60

































                                                                                                                                                 
2000 年 12 月号。 
73
 「『公治君の会』ニュース」No.2 および収集資料（挨拶原稿）。 
74
 収集資料「木谷公治君を救ってあげて」原地区母子会会長、平成 10 年 12 月 6 日付。 
75











 収集資料「第 43 回全国母親大会に参加して」1997 年 7 月 27 日全体会（報告原稿、手書）。 
80
 収集資料「はたらく女性の広島県集会」1998 年 1 月 25 日付（発言原稿）。 
81









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 小此木啓吾『対象喪失』中公新書、1979 年。 
16














 同上 p.301。 
























































































































































































































































『過労死 110 番 20 年のあゆみ』過労死 110 番全国ネット・過労死弁護団全国連絡会議発行、
2008 年 6月。 













































過労死 110 番全国ネットワーク（http://karoshi.jp/）、2012 年 7 月 4 日。 
大阪過労死問題連絡会（http://www.osaka-karoshi.jp/）、2012 年 7 月 4 日。 
働くもののいのちと健康を守る全国センター（http://www.inoken.gr.jp/）、2012 年 7 月 4
日。 
